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（別記） 

 

令和６年度五條市地域農業再生協議会水田収益力強化ビジョン 
 

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題  

 
五條市は、奈良県南西部に位置し、一部平坦な地形を有しているが、南部は紀伊山脈

の急斜面、東部は大峰山系の急峻な山岳地となっており、総面積２９２．０２ｋ㎡の大

半を林野が占める中山間地帯となっている。 

 当地域における農業の実状は、米や畜産、野菜、果樹などが複合的に生産されており、

中でも、国営総合農地開発事業によって造成された５２６ｈａのうち、３２１ｈａの樹

園地において柿を中心とした一大産地が形成され、堅実な経営を行う農家の育成が図ら

れている。畜産業は、乳用牛、豚、採卵鶏、肉用鶏において県下で最大の飼養頭羽数を

誇り、地域北部を中心に盛んに行われている。 

 こうした中、２０２０年の農林業センサスを見ると、総農家数１６２９戸のうち主業

農家及び準主業農家は、４４９戸で全体の約２８％に留まっており、大半が副業農家及

び自給的農家であり、農業者の高齢化及び後継者不足や近年急増している鳥獣被害も深

刻化している。 

水田農業については、水田率が２１％（２０２０年の農林業センサス）で大部分が小

区画不整形な水田で、山間部については階段状水田となっており、労働効率が低下する

ため土地利用型農業の成立は難しい状況であり、自家消費米・縁故米の生産が大半を占

めている。 

 

 

２ 高収益作物の導入や転換作物等の付加価値の向上等による収益力 
強化に向けた産地としての取組方針・目標 

 

本地域における水田農業は、需要や販売力に応じた生産を基本に、米需要や加工用米

や新規需要米などの新たな消費者ニーズ、地域の条件に合った作物の作付目標を設定し、

振興作物の奨励・定着を推進する。 

また、市が奨励する重点的な高収益作物の作付け振興と並行して労働力の省力化など

低コストで効率的かつ安定的な収入の確保を図る。 

 

担い手について（選考の考え方） 

本ビジョンに位置づける担い手については、次のいずれかに位置づけ、効率的かつ安

定的な農業経営に発展できるよう担い手の経営の発展段階に応じた支援を実施する。 

・認定農業者 

・認定新規就農者 

・集落営農組織 

 

 

３ 畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方針・目標  
 

水田の有効活用による食料自給率の向上のため、麦、大豆、飼料作物、米粉用米、飼

料用米の作付け拡大を行うなど、消費者・実需者の需要に応じ、主食用米との合理的な

組み合わせによる営農形態を確立していく。 

当地域における水田の利用状況は、令和５年度時点において水田面積が約８６４ha に



対し、水稲を組み込まない作付形態水田が５６％、約４８３ha であり、そのうち畑地と

して活用している面積は約３９％に留まっている。今後、営農計画書の活用・現地確認・

生産者への意向確認などの方法により地域の状況・傾向を把握し、地域の実情に応じて

畑地化支援等の支援事業の活用を推奨し、水田における野菜等の高収益作物への導入・

定着を推進する。 

また、水稲を組み入れない作付体系が数年以上定着している水田については、水稲作

付水田と転換作物作付水田のローテーションを取り入れるなどの推進を行う。 

 

 

４ 作物ごとの取組方針等  

 

（１）主食用米 

奈良県奨励品種に設定されている５品種（ヒノヒカリ・キヌヒカリ・コシヒカリ・

あきたこまち・ひとめぼれ）を中心に、３７０ｈａが作付けされている。今後の米需

要や多様な消費者ニーズ、地域の条件に合わせた生産目標設定を踏まえながら、実需

者との安定的な結びつきにより需要に応じた品種の推進や需要の拡大確保に努める。 

    

（２）備蓄米 

本年度の作付計画はない。 

 

（３）非主食用米 

  ア 飼料用米 

    食料自給率・自給力の向上を図るため、畜産農家と連携し、作付けを推奨し 

ていく。 

 

  イ 米粉用米 

食料自給率・自給力の向上を図るため、作付けを推奨していく。 

 

  ウ 新市場開拓用米 

     需要者ニーズに対応した作付けを奨励していく。 

     

  エ WCS 用稲 

実需者である畜産農家と連携し、需要の高い作物として振興していく。 

 

  オ 加工用米 

今後、需要者のニーズに応じた生産を奨励していく。 

 

（４）麦、大豆、飼料作物 

麦については、作付の団地化及び農作業の受委託等による省力化を推進し、生産性

の向上に努め、併せてＪＡ等と協議しながら作付を奨励することで収量及び品質の向

上を図る。 

大豆については、本地域において作付け実績はわずかであるが、今後は適地適作な

どの地域や消費者のニーズを参考に奨励していく。 

  飼料作物については、畜産農家との連携により生産を推進していく。 

 

 

 



（５）そば、なたね 

本地域において、そば、なたねの作付け実績はないが、今後は適地適作などの地域

消費者のニーズに対応し、ＪＡ等と協議しながら奨励していく。 

 

 

（６）地力増進作物 

地力増進作物を作付して地力を向上させ、次期作から高収益作物栽培や環境保全型

農業への転換を目指していく。 

     

（７）高収益作物 

産地として定着したなす・トマト・きゅうり・ネギ・イチゴについては、需要が旺

盛なことから一層の面積の拡大と長期出荷、品質の安定を図る。 

その他の少量多品目野菜については、地場流通や農産物直売所等による多様な販売

活動を促進し、地産地消を推進する。 

また、消費者ニーズや地域の条件を勘案し、新たな推進作物をＪＡ等との連携を図

りながら導入・拡大を図る。 

 

 

５ 作物ごとの作付予定面積  

 

 

６ 課題解決に向けた取組及び目標  

 

 

７ 産地交付金の活用方法の概要  

 

 
別紙のとおり 

 

 


